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重点分野の基本方針 
ロータリー財団は、補助金の手続きを効率的に行い、補助金プロジェクトの質を高めることに力を入れています。

本文書は、特定の活動における受領資格の有無や、クラブや地区によって大きな成果があげられたプロジェクトの

種類を例示しています。補助金を申請する際は、該当する重点分野の方針に沿ったものであることをご確認くださ

い。プロジェクトの計画は、実施国側のクラブまたは地区の責務となります。  

 

環境に関連するプロジェクト  

ほぼすべての重点分野には、環境の保護を目的としたプロジェクトが含まれています。環境に重点を置いたプロジ

ェクトには  の印が付いています。 

 

平和構築と紛争予防 

ロータリーは、地元や海外の地域社会における紛争転換1を促す活動を通じた、平和構築と紛争予防に関連する

研修、教育、実践を支援します。  

 

この重点分野の目的と目標 

ロータリー財団は、ロータリアンが以下のような活動によって平和構築と紛争解決を助長するのを支援します。  

1. 紛争を転換し、平和を築くための個人および地域社会の能力の向上。  

2. 平和教育、平和のリーダーシップ、および紛争予防と解決における、地域社会の人びとへの研修。  

3. 弱い立場にある人びとの社会への統合を支援する奉仕の実施。 

4. 天然資源を管理する最善の方法を特定するための対話および地域関係の改善。  

5. 平和構築と紛争解決に関連した仕事で活躍していくことを目指す専門職業人のための大学院レベルの

奨学金支援。 

 

受領資格の判断基準 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「平和構築と紛争予防」の範囲内にある活動とみなします。 

                                         

1 紛争の転換には、紛争の原因となる状況、関係、社会構造の特定、およびそれらへの対応が含まれます。このプロセスを

通じて、紛争の解決または管理を超え、紛争を生じさせる環境に変化をもたらします。転換に焦点を当てることで、平和を持続

可能なものとする一助となります。  

JAPANESE (JA) 
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1. 平和のためのリーダーシップと教育、積極的平和2、弱い立場にある人びとの地域社会への統合、対話の

促進、コミュニケーション、紛争の予防と転換を支援するワークショップ、研修、その他のプログラムを含む

グループ活動。 

2. 紛争を予防、管理、転換するための建設的方法に関する青少年を対象とした教育。これには、充実した

平和構築と紛争転換の活動を伴う、放課後または地域社会を基盤とするプログラムを含む。  

3. 天然資源の使用と管理に関連する紛争や、紛争のリスクに取り組む研修プログラムやキャンペーン。  

4. 弱い立場にある人びと（リスク下にある青少年、難民、人身売買被害者、紛争や暴力の影響を受けたその

他の人びとを含む）の社会への統合を支援する法的、心理的、社会的、リハビリ的な奉仕。  

 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「平和構築と紛争予防」の範囲外にある活動とみなし、グローバル補

助金の受領資格がないものとみなします。 

1. ロータリアンが主な参加者となる平和会議。 

2. 音楽、スポーツ、または課外活動に唯一の主眼を置くプログラム。グローバル補助金の受領資格を得るに

は、充実した平和構築と紛争転換の側面をもつプログラムでなければならない。 

3. ロータリー平和センター提携大学における、ロータリー平和フェローが取り組むのと同様または類似した

履修課程への入学。 

 

人道的プロジェクトと職業研修チーム（VTT）を成功させるための要素 

重点分野「平和構築と紛争予防」のグローバル補助金： 

1. 持続可能性： ロータリークラブまたは地区が活動を終了した後も、地域社会が平和構築と紛争予防の活

動を継続できること。  

2. 測定可能性： 提唱者は、目標を設定し、プロジェクトの成果を記録するための方法を特定すること。標準

的な測定方法は、「グローバル補助金：モニタリングと評価の計画について」を参照のこと。  

3. 地域社会が主導： 実施地となる地域社会によって特定されたニーズに取り組むプロジェクトであること。 

 

奨学金を成功させるための要素 

グローバル補助金は、平和構築と紛争予防の分野における仕事で活躍していくことに関心がある専門職業人のた

めの大学院レベルの奨学金を支援します。ロータリー財団は、グローバル補助金による奨学金の申請書を審査す

る際、以下の点を考慮します。 

1. 平和構築と紛争予防の分野における申請者のそれまでの職歴・活動歴。これには、非政府組織、政府機

関、または国際的組織における仕事または研究が含まれる。 

2. 平和構築と紛争予防に沿った履修課程。 

a. 望ましくは、紛争予防と解決、平和・司法研究、平和関連の社会起業、安全保障研究、国際関係を

                                         

2 ロータリーは、紛争の根源的な原因に取り組み、平和を育むための土台を築くことを目的に、経済平和研究所との戦略的パ

ートナーシップを結んでいます。積極的平和についての詳細はこちらをクリックしてご覧ください。  
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含む履修課程、および、人権法など平和と紛争を専門とするその他の学位。 

b. 平和と紛争の課題および成果に直接の主眼を置く履修課程は、優先的に考慮される。 

c. 優先的に考慮されない履修課程には、平和構築、紛争転換、または紛争予防と解決に重点が置か

れていない一般的な国際関係に関連するもの、ならびにその他の一般的な社会的発展に関連する

学位が含まれる。  

3. 平和と紛争転換、予防、解決に関連した、申請者の将来のキャリア計画。  
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疾病予防と治療 

ロータリーは、疾病の原因と影響を減らすための活動を支援します。この分野のプロジェクトは、医療サービスへの

アクセスの改善および拡充、医療機器の提供、または医療従事者の研修によって医療システム3を強化します。 

 

この重点分野の目的と目標 

ロータリー財団は、ロータリアンが以下のような活動によって疾病を予防し、治療するのを支援します。 

1. 地元の医療従事者の能力向上。 

2. 伝染病の伝播を食い止め、非伝染病の発生とそれによる影響を減らすための、疾病予防・治療プログラ

ムの推進。 

3. 医療システムの強化。 

4. 臨床治療および身体障がいのためのリハビリの提供。  

5. 疾病予防と治療に関連した仕事で活躍していくことを目指す専門職業人のための大学院レベルの奨学

金支援。  

 

受領資格の判断基準 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「疾病予防と治療」の範囲内にある活動とみなします。 

伝染病の予防と管理 

1. 医療フェアなどのプロジェクトを通じた疾病検査（ただし、カウンセリングと紹介を含む、または治療のため

の患者の入院を支援することが条件）。 

2. 感染予防のための介入戦略に関する、地域社会の人びとと医療従事者への教育。 

3. 地元で初期診療システム（プライマリ・ケア）を利用することができない遠隔地の人びとに医療サービスを

提供することを明確な目的とする医療機器の提供。 

4. 医療施設への医療機器の供給。これらの機器は、現在のテクノロジー基準と環境基準（電気、水、大気の

質）を満たすものでなければならない。また、補助金提唱者は、所有権証明書および管理・維持の計画を

提出しなければならない。これには、機器の管理・維持に関する研修が当該従事者に提供されたことを示

す文書、または、これらの要件へのコンプライアンスを確保する研修計画が含まれる。 

5. 疾病の診察と治療を記録およびモニタリングするための、サーベイランス（監視）システムと研修の提供。 

6. 地域社会の長期的な福祉の推進を目的とした疾病予防、医療従事者研修の改善、または公共保健教育

の向上も支援するアプローチを通じた伝染病の治療。 

7. 蚊やその他の生物を介する疾患の予防と管理。生物媒介の疾病に特化した環境リスクと治療戦略の特定

が含まれるプロジェクトには、高い優先度が与えられる。  

8. 医療施設から出た医療廃棄物の処理など、感染と感染症の封じ込めに関連する環境的危険性への取り

組み。   

                                         

3 医療システムには、医療サービスの提供に従事する公共および民間のセクターが含まれます。 
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非伝染病の予防と管理 

1. 身体障がいに関連する身体的・精神的疾患のための予防・治療サービスの提供。 

2. 慢性疾患の発生と流行を減少させることを目的とした、地域社会での教育、および早期スクリーニング・治

療の発展。 

3. 地元で初期診療システム（プライマリ・ケア）を利用することができない遠隔地の人びとに医療サービスを

提供することを明確な目的とする医療機器の提供。 

4. 医療施設への医療機器の供給。これらの機器は、現在のテクノロジー基準と環境基準（電気、水、大気の

質）を満たすものでなければならない。また、補助金提唱者は、所有権証明書および管理・維持の計画を

提出しなければならない。これには、機器管理・維持に関する研修が当該従事者に提供されたことを示す

文書、または、これらの要件へのコンプライアンスを確保する研修計画が含まれる。 

5. 救命手術および先天的疾患の手術の提供（ただし、受益者の評価とフォローアップ治療の確保を含むこ

とが条件となる）。 

6. 地域社会の長期的な福祉の推進を目的とした疾病予防、医療従事者研修の改善、または公共保健教育

の向上も支援するアプローチを通じた非伝染病（精神疾患も含む）の治療。  

7. 交通／車両に関連するけがの予防（ただし、そのようなけがの数が減少したことを示す測定可能なプロジ

ェクトが条件となる）。 

8. 緊急医療サービスを提供する車両、人員、および機器の供給。救急車は地元で購入した新車でなけれ

ばならず、車両所有権、管理、維持、修理、適切な医療施設によるセキュリティシステムに関する文書を

含めなければならない。  

 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「疾病予防と治療」の範囲外にある活動とみなし、グローバル補助金

の受領資格がないものとみなします。 

1. 調度品、供給品、消耗品、または太陽光パネルなどの非医療機器の購入のみを含むプロジェクト。 

2. 教育的な支援プログラムを提供しない、またはプロジェクト実施国の能力を大きく向上させる活動を提供し

ない医療任務／手術チーム（ただし、救命手術および先天的疾患に取り組む手術は例外とする）。 

3. エコストーブまたは屋内調理台の設置プロジェクト。 

4. 身体・精神障がい治療のための非従来的または別の方法によるセラピー（ただし、医療従事者が監督す

る臨床手続きを含む場合は除く）。 

5. 蔓延した発達障がい、および、自閉症を含むその他のスペクトラム障がいの治療（障がいへの長期的影

響による改善を示す持続可能な臨床的介入がある場合を除く）。  

6. 栄養プログラム（ただし、臨床的栄養失調、または妊娠からその子どもが2歳の誕生日を迎えるまでの期

間の最初の1000日間おける介入である場合は除く）。 

7. プロジェクト分野における成功使用例と適切な管理、維持、および修理システムが整っていることを示す

文書がない新しいテクノロジーの導入。 

8. 一般的な保健教育および公共安全プログラム。 
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人道的プロジェクトと職業研修チーム（VTT）を成功させるための要素 

重点分野「疾病予防と治療」のグローバル補助金： 

1. 持続可能性： ロータリークラブまたは地区が活動を終了した後も、地域社会が疾病予防と治療の活動を

継続できること。 

2. 測定可能性： 提唱者は、目標を設定し、プロジェクトの成果を記録するための方法を特定すること。標準

的な測定方法は、「グローバル補助金：モニタリングと評価の計画について」を参照のこと。  

3. 地域社会が主導： 実施地となる地域社会によって特定されたニーズに取り組むプロジェクトであること。 

 

奨学金を成功させるための要素 

グローバル補助金は、疾病予防と治療の分野における仕事で活躍していくことに関心がある専門職業人のための

大学院レベルの奨学金を支援します。ロータリー財団は、グローバル補助金奨学金の申請書を審査する際、以下

の点を考慮します。 

1. 疾病予防と治療の分野における申請者のそれまでの職歴・活動歴。 

2. 公共保健や看護・医学の上級学位など、疾病予防と治療に沿った履修課程。 

3. 疾病予防と治療に関連した、申請者の将来のキャリア計画。 
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水と衛生 

ロータリーは、安全な水源の管理と保護を促し、安全な飲み水と衛生（衛生設備や衛生教育など）への普遍的か

つ公平なアクセスを提供する活動を支援します。ロータリー財団は、環境的に健全で、測定可能かつ持続可能な

介入を通じて、政府、諸機関、地域社会が水と衛生の分野における事業を管理できるようエンパワメントを図ること

に力を入れています。  

 

この重点分野の目的と目標 

ロータリー財団は、地域社会が水と衛生への持続可能なアクセスを確保できるようにするための、ロータリアンによ

る以下のような活動を支援します。 

1. 安全で手頃な価格の飲み水をすべての人が公平に利用できるように促進。 

2. 地上および地下の水源の保護と維持、汚染および汚染物質の削減、廃水再利用の推進による水質の改

善。  

3. 衛生的な方法で排便が処理される地域社会を達成することを目的とする、改善された衛生と水管理の公

共サービスのすべての人による公平な利用の促進。  

4. 疾病の蔓延を防ぐ、地域社会の人びとの衛生に関する知識、行動様式、習慣の改善。 

5. 持続可能な水・衛生サービスの開発、財務、管理、維持ができるようにするための、政府、諸機関、地域

社会の能力強化。 

6. 水と衛生に関連した仕事で活躍していくことを目指す専門職業人のための大学院レベルの奨学金支援。 

 

受領資格の判断基準 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「水と衛生」の範囲内にある活動とみなします。 

1. 水供給、貯水、浄水、水処理、および水源保護に焦点を置いたプロジェクトを含む、安全な飲み水へのア

クセス確保。  

2. 改善された衛生設備へのアクセス確保。これは、衛生設備を通じた人の糞尿の処理、処分、および糞便

堆積物の管理、処理、処分として定義される。  

3. 手洗い、排せつ物の安全処理、安全な水の貯蔵、月経時の適切な衛生など、健全な習慣を推進する衛

生教育の提供。このようなプログラムでは、好ましい習慣を妨げる要因や促進する要因を特定し、課題に

取り組むための方法を説明する必要がある。 

4. 固形廃棄物の管理システムの提供。これは、固形廃棄物質の回収、処理、処分として定義される。  

5. 源水を守り、地上と地下の資源を補充するための流域管理方法の活用。   

6. 作物、家畜、養魚のための水の供給。 

7. 地域社会のガバナンス、ファイナンスとプラニング、システム管理、配給を含む、水と衛生サービスを支え

る持続可能な管理方法の開発。 

8. 水と衛生への持続可能なアクセスを支援する方針の施行を国家や自治体当局に奨励するための戦略的

アドボカシーの実施。これには、関連サービスへの資金配分、基準とガイドラインの作成、適切な方法で

の排便処理を行っている地域社会の認定が含まれる。  
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ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「水と衛生」の範囲外にある活動とみなし、グローバル補助金の受領

資格がないものとみなします。 

1. 行動様式を変えることではなく、知識を向上させ、標準的な情報を提供することに焦点を置く衛生プログ

ラム。一度限りの講習や授業は受領資格を満たさない。  

2. 流域管理プロジェクトの一環ではない、単独の河川・沿岸の清掃活動。 

3. 水と衛生システムを構築するだけのプロジェクト。 

 

人道的プロジェクトと職業研修チーム（VTT）を成功させるための要素 

重点分野「水と衛生」のグローバル補助金： 

1. 持続可能性： ロータリークラブまたは地区が活動を終了した後も、地域社会が水と衛生の活動を継続で

きること。  

2. 測定可能性： 提唱者は、目標を設定し、プロジェクトの成果を記録するための方法を特定すること。標準

的な測定方法は、「グローバル補助金：モニタリングと評価の計画について」を参照のこと。  

3. 地域社会が主導： 実施地となる地域社会によって特定されたニーズに取り組むプロジェクトであること。こ

のようなプロジェクトでは、政府、地域社会、企業が協力して、水と衛生の持続可能なシステムを構築、所

有、運営する。 

 

奨学金を成功させるための要素 

グローバル補助金は、水と衛生の分野における仕事で活躍していくことに関心がある専門職業人のための大学院

レベルの奨学金を支援します。ロータリー財団は、グローバル補助金による奨学金の申請書を審査する際、以下

の点を考慮します。 

1. 水と衛生、または水源管理の分野における申請者のそれまでの職歴・活動歴。 

2. 水と衛生、または水源管理に沿った履修課程。例として、水と衛生のエンジニアリング、環境エンジニアリ

ング、水源システムの総合管理、水文学、公共保健が含まれる。 

3. 水と衛生に関連した、申請者の将来のキャリア計画。  
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母子の健康 

ロータリーは、母子の健康を改善し、5歳未満の幼児の死亡率を減らすための活動と研修を支援します。この分野

のプロジェクトは、医療サービスへのアクセスの改善および拡充、医療機器の提供、および医療従事者の研修によ

って、医療システム4を強化します。  

 

この重点分野の目的と目標 

ロータリー財団は、ロータリアンが以下のような活動によって母子の健康を改善するのを支援します。 

1. 新生児や赤ちゃんの死亡率の削減。 

2. 5歳未満の幼児の死亡率と罹患率の削減。 

3. 妊婦の死亡率と罹患率の削減。 

4. 基本的な医療サービス、研修を受けた地域社会の医療従事者、医療提供者へのアクセスの改善。 

5. 母子の健康に関連した仕事で活躍していくことを目指す専門職業人のための大学院レベルの奨学金支

援。  

 

受領資格の判断基準 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「母子の健康」の範囲内にある活動とみなします。 

1. 産前産後、および出産時におけるケア。 

2. 地域社会における母子のヘルスケアの従事者および医療従事者を対象とする研修、または研修者を養

成するための研修。 

3. 医療施設に医療機器を提供するプロジェクト。これらの機器は、現在のテクノロジー基準と環境基準（電

気、水、大気の質）を満たすものでなければならない。また、補助金提唱者は、所有権証明書および管理

・維持の計画を提出しなければならない。これには、機器管理・維持に関する研修が当該従事者に提供

されたことを示す文書、または、これらの要件へのコンプライアンスを確保する研修計画が含まれる。機器

を提供するプロジェクトには、安全な妊娠、出産、新生児医療に関連する女性のための啓蒙活動を含め

なければならない。 

4. 医療システムを通じて得られる家族計画とその他の性と生殖に関する健康における介入や公共サービス

に関する教育、およびアクセス向上。  

5. 女性、思春期の女子、5歳未満の子どものため予防接種。 

6. 女性と5歳未満の子どもを対象に、肺炎、下痢、マラリア、はしか、その他の主な病気の原因を予防、治療

するための介入。 

7. 思春期の人および女性を対象に、性行為による病気の感染を削減し、その影響を緩和するための介入。 

8. HIVの母子感染の予防。 

9. 母乳を奨励し、栄養失調を予防、緩和、また治療するための行動を奨励するプロジェクト。 

                                         

4 医療システムには、医療サービスの提供に従事する公共および民間のセクターが含まれます。 
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10. 救命手術および先天的疾患の手術の提供（ただし、受益者の査定と術後ケアを含むことが条件となる）。 

11. 医療施設における医療廃棄物の処理など、感染と病気伝播の封じ込めに関連する環境リスクに取り組む

プロジェクト。   

 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「母子の健康」の範囲外にある活動とみなし、グローバル補助金の受

領資格がないものとみなします。 

1. プロジェクト実施国の現地の能力を大きく向上させる活動を含んでいない医療任務団／手術チームの派

遣。ただし、救命手術、先天的疾患の手術は除く。 

2. ガーデンプロジェクト、食物補給、学校をベースとする栄養プログラム。 

3. エコストーブまたは屋内調理台の設置プロジェクト。  

4. 校庭および一般的な子どもの運動と健康に関するプロジェクト。 

5. 身体・精神障がい治療のための非従来的または別の方法によるセラピー（ただし、医療従事者が監督す

る臨床手続きを含む場合は除く）。 

6. 思春期の人を対象とする性と生殖の健康に関するプロジェクト（資格のある医療従事者による監督の下、

医療システムの範囲内で実施される場合を除く）。 

7. 調度品、供給品、消耗品の提供（グローバル補助金の受領資格を満たしている母子の健康プロジェクト

の一環として行う場合を除く） 

8. 一般的な保健教育および公共安全プログラム。 

 

人道的プロジェクトと職業研修チーム（VTT）を成功させるための要素 

重点分野「母子の健康」のグローバル補助金： 

1. 持続可能性： ロータリークラブまたは地区が活動を終了した後も、地域社会が母子の健康の活動を継続

できること。 

2. 測定可能性： 提唱者は、目標を設定し、プロジェクトの成果を記録するための方法を特定すること。標準

的な測定方法は、「グローバル補助金：モニタリングと評価の計画について」を参照のこと。  

3. 地域社会が主導： 実施地となる地域社会によって特定されたニーズに取り組むプロジェクトであること。 

 

奨学金を成功させるための要素 

グローバル補助金は、母子の健康の分野における仕事で活躍していくことに関心がある専門職業人のための大

学院レベルの奨学金を支援します。ロータリー財団は、グローバル補助金による奨学金の申請書を審査する際、

以下の点を考慮します。 

1. 母子の健康の分野における申請者のそれまでの職歴・活動歴。 

2. 母子の健康に沿った履修課程（例：疫学、栄養学、グローバルヘルス、公共保健、保健推進、看護学・医

学の上級学位）。 

3. 母子の健康と関連した、申請者の将来のキャリア計画。  
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基本的教育と識字率向上 

ロータリーは、すべての子どものための教育を改善し、子どもと成人の識字率を高めるための活動と研修を支援し

ます。 

 

この重点分野の目的と目標 

ロータリー財団は、ロータリアンが以下のような活動によって、すべての人が基本的教育を受け、識字力を得られる

ようにするための、ロータリアンによる以下のような活動を支援します。 

1. 基本的教育と識字能力をすべての人びとに与える地域社会の力を高めるプログラムの支援。 

2. 成人の識字率の向上。 

3. 教育における男女格差を減らすための活動。 

4. 基本的教育と識字率向上に関連した仕事で活躍していくことを目指す専門職業人のための大学院レベ

ルの奨学金支援。 

 

受領資格の判断基準 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「基本的教育と識字率向上」の範囲内にある活動とみなします。  

1. 地元の学校関係者との協力による、幼少期および初等・中等教育における成績の向上。 

2. 成人のための読み書きと計算の教育。 

3. 有資格の研修者による、カリキュラム導入、効果的な教授法、生徒評価に関する教師研修の提供。  

4. 教師向けの改良されたカリキュラムと専門能力開発によって補完された学習資料および学習施設の提供

による、基本的教育における成果の向上。 

5. 個別指導者・教師向けの研修、生徒評価の実施、および必要に応じた学用品提供による、課外プログラ

ムのための学習支援の改善。 

6. 教師・職員向けの専門能力開発の機会の提供、また必要に応じて基本的な教材の提供と施設の改善に

よって、身体・発達障がいのある生徒がより高い学業成果を出せるよう支援する教育者の能力向上支援。 

 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「基本的教育と識字率向上」の範囲外にある活動とみなし、グローバ

ル補助金の受領資格がないものとみなします。 

1. 設備、車両、または学用品の購入、およびそれらの使用に関する研修のみで構成されるプロジェクト。  

2. 給与、授業料、学用品を提供するプロジェクトで、将来に地域社会やロータリー外部の団体が自力でこれ

らを提供していくための手段を提供しないもの。 

3. 課外授業の資材、遊具、遊び場のみを購入するプロジェクト。 

4. 学校給食、または給食プログラムの設備・備品の提供を主眼としたプロジェクト。 

5. 補助金の資金が使い尽くされた後に地域社会で継続することができないプロジェクト。 

6. 補助金の使用期間にのみ機能する個人指導や放課後のプログラムなど、1学年度の学生のみに恩恵と
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なるプロジェクト。 

 

人道的プロジェクトと職業研修チーム（VTT）を成功させるための要素 

重点分野「基本的教育と識字」のグローバル補助金： 

1. 持続可能性： ロータリークラブまたは地区が活動を終了した後も、基本的教育と識字率向上の活動を継

続できること。 

2. 測定可能性： 提唱者は、目標を設定し、プロジェクトの成果を記録するための方法を特定すること。標準

的な測定方法は、「グローバル補助金：モニタリングと評価の計画について」を参照のこと。  

3. 地域社会が主導： 実施地となる地域社会によって特定されたニーズに取り組むプロジェクトであること。 

 

奨学金を成功させるための要素 

グローバル補助金は、基本的教育と識字率向上の分野における仕事で活躍していくことに関心がある専門職業

人のための大学院レベルの奨学金を支援します。ロータリー財団は、グローバル補助金による奨学金の申請書を

審査する際、以下の点を考慮します。 

1. 基本的教育と識字率向上の分野における申請者のそれまでの職歴・活動歴。 

2. 基本的教育と識字率向上に沿った履修課程（例：教育、識字、カリキュラム開発、特別教育、学校経営）。 

3. 基本的教育と識字率向上に関連した、申請者の将来のキャリア計画。 
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地域社会の経済発展 

ロータリーは、貧困地域や十分な支援が得られない地域で測定可能かつ長期的な経済発展を創出し、人びとと地

域社会が貧困を緩和していけるよう支援します。  

 

この重点分野の目的と目標 

ロータリー財団は、ロータリアンが以下のような活動によって貧困を緩和するのを支援します。 

1. 貧困地域の経済発展を促すための、地元のリーダー、団体、およびネットワークの能力の向上。 

2. 生産性の高い仕事の創出と、持続可能な生計手段へのアクセス改善。 

3. 経済的機会と公共サービスへのアクセスを提供することによる、周縁化された地域社会のエンパワメント。 

4. 起業家、ソーシャルビジネス、地域的に支持されているビジネスイノベーターの能力向上。 

5. 生産的な仕事への就職および市場・財務サービスの利用を妨げる、性別や社会的身分に基づく不平等

への取り組み。 

6. より持続可能で経済回復力が高い地域社会を創出するための、再生可能なエネルギーと省エネ手段へ

のアクセス向上。  

7. 経済的利益のための環境・天然資源保全のスキルを養成するための地域社会のエンパワメント。  

8. 環境・気候関連のリスクや自然災害に対する地域社会の回復力と適応力5の強化。  

9. 経済回復力を改善するため、地域社会を基盤とする緊急時の基本的な備えのサービス体制の発展と支

援。 

10. 地域社会の経済発展に関連した仕事で活躍していくことを目指す専門職業人のための大学院レベルの

奨学金支援。 

 

受領資格の判断基準 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「地域社会の経済発展」の範囲内にある活動とみなします。 

1. 貧困の課題がある地域社会への、金融サービス（マイクロクレジット、モバイル・バンキング、貯蓄、保険を

含む）へのアクセスの提供。 

2. 地域社会の経済発展に関連する研修（起業、地域社会でのリーダーシップ、職業スキル、金融知識を含

む）の提供。 

3. リーダーシップ研修およびエンパワメント用ツール、特に女性、難民、若い成人のためのイニチアチブを

通じた、地域社会関係者の経済発展と雇用促進。 

4. 貧しい人々のための小事業／協同組合／社会事業の開発および収入をもたらす活動（雇用を創出する

村全体の事業の実施を含む）の支援。 

5. 自給自足農家や小農家のための農業開発（能力向上、および市場と資本へのアクセス促進を含む）の促

進。 

                                         

5 適応力とは、個人・団体が環境と社会経済的な変化に効果的に対応するための社会的・技術的スキルを意味します。 
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6. 地域社会が主導または調整するAdopt-a-village（村全体の自立支援）活動、もしくは総合的な地域社会

の開発活動の編成。 

7. 女性、難民、その他の周縁化された人びとのための公平かつ効果的な経済的機会の支援。 

8. 持続可能で革新的、かつ地元で購入したテクノロジーを利用した、再生可能で効率的なクリーンエネル

ギーへのアクセス、ならびに経済的成果を直接的にもたらす実質的な研修の提供。  

9. 経済的利益と成長のための天然資源を地域社会が保存、保護、および持続可能な方法で利用できるよう

にするための、保全と資源管理に関する研修の提供。  

10. 能力構築を通じた環境・気候変動に対する地域社会の適応力の向上、および持続可能な経済活動の開

発。  

11. 火災防止や自然災害対策を含む、緊急時の基本的備えを固める取り組みを支援し、地域社会の経済的

困難からの回復力を向上するための研修および基本的リソースの提供。 

 

ロータリー財団は、以下の活動を、重点分野「地域社会の経済発展」の範囲外にある活動とみなし、グローバル補

助金の受領資格がないものとみなします。 

1. 直接的な経済的成果がない、または運営・維持計画がない地域インフラまたは機器を提供するプロジェク

ト。 

2. 講演や遊び場などの地域美化プロジェクト。 

3. コミュニティーセンターの修復プロジェクト。 

 

人道的プロジェクトと職業研修チーム（VTT）を成功させるための要素 

重点分野「地域社会の経済発展」のグローバル補助金： 

1. 持続可能性： ロータリークラブまたは地区が活動を終了した後も、地域社会が地域社会の経済発展の活

動を継続できること。 

2. 測定可能性： 提唱者は、目標を設定し、プロジェクトの成果を記録するための方法を特定すること。標準

的な測定方法は、「グローバル補助金：モニタリングと評価の計画について」を参照のこと。  

3. 地域社会が主導： 実施地となる地域社会によって特定されたニーズに取り組むプロジェクトであること。 

 

奨学金を成功させるための要素 

グローバル補助金は、地域社会の経済発展の分野における仕事で活躍していくことに関心がある専門職業人の

ための大学院レベルの奨学金を支援します。ロータリー財団は、グローバル補助金による奨学金の申請書を審査

する際、以下の点を考慮します。 

1. 地域社会の経済発展の分野における申請者のそれまでの職歴・活動歴。申請者は自分の仕事が貧困、

低収入、または不十分な支援などの問題がある地元、地域、または国の人々の経済的福祉にどのように

貢献したかを明確に示すことが求められます。 

2. 地域社会の経済発展に沿った履修課程。 

a. 例：地域社会の経済発展に焦点を当てた社会科学のコース、ソーシャルビジネス、小規模の起業、
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マイクロクレジット（小口融資）を専門とする経営学位。 

b. 以下のような履修課程は、審査の際に有利となります。 

i. 地元、地域、または国の経済発展戦略を強調したもの。 

ii. 貧困、低収入、または十分な支援が得られない地域社会などの経済問題に焦点を当てたも

の。 

iii. ソーシャルビジネスの開発を支援するもの（経営学修士課程の特別履修コースなど）。 

iv. 地元、地域、または国レベルでの起業スキルや事業立ち上げについて教えるビジネス学位

を提供するもの。 

v. 課程・コース名に「地域社会の開発（community development）」という言葉を含むもの。 

vi. 小規模の事業者や起業家に助言を提供する取り組みを改善するもの。 

vii. 貧困、低収入、十分な支援が得られない地域社会に影響を及ぼしている環境問題に取り組

むための戦略に焦点を当てたもの（例：リソース管理、環境・保全研究、レジリエンス計画、緊

急時への備え）。  

viii. 経済発展戦略を導く都市計画原則を使用したもの。 

c. 以下のような履修課程は、審査の際に有利とはみなされません。 

i. 純粋に理論のみのマクロ経済学、政治学、または金融学。 

ii. ソーシャルビジネスとは関係ない事業運営に関する経営学修士課程（MBA）など、一般的な

民間ビジネスの発展を扱うもの。 

3. 地域社会の経済発展に関連した、申請者の将来のキャリア計画。 

a. 以下の要素を含むキャリアは、審査の際に有利となります。 

i. 地域または国レベルで、貧困、低収入、十分な支援が得られない地域社会における社会・

経済的福祉の改善。 

ii. 非営利もしくは社会的事業におけるキャリア。 

iii. 貧困地域、若者、女性、先住民、難民、その他の十分な支援が得られない地域の人びとな

どの経済・社会的福利のためのアドボカシー支援。 

iv. リソース管理、環境・保全研究、レジリエンス計画、緊急時への備えを含む戦略を通じた、貧

困、低収入、十分な支援が得られない地域社会に影響を及ぼしている環境問題への取り組

み。  

b. 審査の際に有利とはみなされないキャリアとして、ビジネス、エンジニアリング、またはソーシャルワー

クにおける一般的な役割、あるいは、民間環境・企業環境における一般運営。 


